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〈会員の頁〉

1. �地下鉄構築直上に建設される木造
住宅の防振対策例

AGK 建築音響㈱　堀尾 貞治

伊藤 東平

1.　はじめに
土地の有効利用・利便性から，鉄道に近接した敷地

にも静けさが要求されるホテルや集合住宅，音楽ホー
ル等が計画されることが多い．しかし，地下鉄構築直
上の敷地については，列車走行により生じる振動及び
固体伝播音の影響により，空き地や駐輪場等の利用に
留まっている敷地も多く，多方より活用法が望まれて
いる．本建物も，有効利用を目的とし，地下鉄構築直
上に木造住宅の建設が計画されたものである．本稿で
は，事前調査・現地での地盤における防振試験・防振
計画を紹介したい．

2.　敷地概要
建物の概要と地下鉄構築との位置関係を図１に示

す．計画敷地は，約1.5kmの駅区間内の中間地点付近
に位置し，周辺は低層住宅の密集地である．敷地に対
し，（Ａ）〜（Ｏ）の２階建て木造住宅15棟，（Ｚ）の店舗
１棟が断面図のように地下鉄構築直上に計画されてい
る．地下鉄構築と基礎底盤までの土被りは，どの地点
においても約３ｍである．木造住宅部の基礎底盤下に
おいて，防振計画を行った．

3.　地盤面の振動測定
計画敷地内における列車走行時の影響を把握するた

め，地盤面において振動測定を行なった．

（a）測定方法
計画範囲のみを抜き出した測定点図を図２に示す．

測定点は，敷地中央を敷地に沿うように各点５ｍピッ
チの21点とした．また敷地全体を把握するため，基準
点の幅方向にそれぞれ５ｍの地点２点（点Ｓ，点Ｎ）に
ついても測定し，基準点とのレベル差により図中推定
箇所の推定値を算出した．なお，事前調査時に体感上
最も大きく揺れを感じた地点を基準点とした．

各測定点について列車上下線各３本計（６本）を列車
通過時に鉛直方向の振動加速度レベルを測定し，
１/１オクターブバンドのエネルギ平均値（ピークレベ
ル−10dB以上の範囲）を算出した．

（b）測定結果
基準点における加速度レベル測定値を図３に示す．

これより，63Hz，125Hz帯域にピークがあり，加速度
レベルは77dB前後であった．他の測定点についても
周波数特性は同様となったため，敷地全体の加速度レ
ベル分布は，63Hz帯域について示すこととする（図
４）．これより，基準点が最も大きい値となり，基準
点から離れるほど低い値となった．また，点Ｎ側がよ
り大きな値と推測されるため，防振計画には安全側と
し，この値を採用した．

4.　防振試験
前節の測定値を踏まえ，設計目標値として振動につ

いてはVL−50，騒音については40dB（Ａ）が設定され，
住宅部分について防振対策を行うこととなった．より
確実に性能を確保するため，現地にて防振効果の試験
を実施した．

（a）試験方法
試験体概要を図５に，試験状況を写真１に示す．試
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験は前節測定点の基準点で行い，試験体は１m2の防
振材に上部建設予定の荷重として約2.7ｔ/m2をPC版
で載荷した．防振効果は，Ｐ１，Ｐ２の鉛直方向の振
動加速度レベル差とした．加振源は，列車通過時の発
生振動とし，計測及び解析方法は前節測定時と同様と
したが，固有振動数における振動増幅を確認するため
解析周波数は１Hz〜500Hzとした．

試験体は，目標値に対して大きな防振効果が必要で
あったため，防振層１層としたパターン１と防振層２
層としたパターン２とした．また建設コストを抑える
ため，本試験結果の防振効果を用いて，敷地の振動状
況によりパターン１・パターン２で範囲を分けること
を図った．防振材は，板状の防振材を用い，１層目と
２層目の固有振動数をずらすことを目的とし，異なる
２種を用いた．基礎データとして防振層１層のパター
ンでは，防振材Ａ・Ｂの２パターンについて試験を行
なった．

（b）試験結果
試験結果を図６，図７に示す．防振層１層で防振材

をＡ，Ｂで比較すると，防振材の性能差が確認された．

次に防振層の比較を見ると，防振層１層のパターン１
に対して防振層２層のパターン２は31.5Hz帯域以上の
周波数帯域において大きく上回る防振効果が得られる
ことがわかる．63Hz帯域で８dB，125Hz帯域で11dB
の防振効果の上昇となる．

図２　測定点図
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図１　建物の概要
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また，固有振動数はパターン１，２共に10Hz前後
であり，振動増幅も15dB前後で同程度であった．防
振材の厚さを変化した場合は，固有振動数・振動増幅
共に変化するため，防振層を複数設けた場合の特徴的
な長所と考えられる．

5.　防振計画
３節で得た測定結果に対し，設計目標値を満足する

よう４節で得た防振効果を用いて許容振動値を算出

図５　試験体概要
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図６　防振材の防振効果比較
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図７　防振層の防振効果比較
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図３　基準点における測定値
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図４　敷地全体の測定値（63Hz帯域）
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し，敷地について防振パターンの範囲分けを行なった．
本報では紙面の都合上，63Hz帯域についての算出例
を紹介する．

（a）許容振動値の設定
許容振動値は，式１のように算出した．建物床面で

の振動増幅，地盤から建物への入力損失の値は，既存
報告事例1〜3）を参考に決定した．これより，許容振動
加速度レベルは，防振層１層の場合78dB，防振層２
層の場合86dBとなる．

VALmax＝VALf−ｔ−α−ｓ＋Ｄ−EL � （1）
VALmax	：許容振動加速度レベル（dB）
VALf	：�目標VL値オクターブバンド加速度レベル（dB）
ｔ		 ：VL補正値（dB）
α		 ：建物床面での振動増幅（dB）
ｓ		 ：安全率（dB）
Ｄ		 ：防振層での防振効果（dB）
EL	 ：地盤から建物への入力損失（dB）
※式１における本報での設定数値
�VALf＝50，ｔ＝−18，α＝11，ｓ＝３，Ｄ＝12（防
振層１層），20（防振層２層），EL＝−12
また，騒音の目標値についても，目標振動値の各周

波数に対して，振動と固体伝播音の関係式（式２）等を
用いて，確認しておく必要がある．

SPL＝VAL−20×log10（f）＋10×log10（S/A）
　　  ＋10×log10（k）＋36式　　　　　　　

 � （2）

SPL	：室内音圧レベル（dB）
VAL：振動加速度レベル（dB），ｆ：周波数（Hz）， 

　Ｓ：�材料の表面積
（m2）

Ａ： 吸 音 率（m2）， 
　ｋ：放射係数

（b）防振範囲の計画
３節の測定結果に

各防振パターンの許
容振動値をプロット
したグラフを図８に
示す．測定結果は，
防振設計用に採用し
た点Ｎ側ラインの結
果のみを示す．これ
より，地点９〜17ま
では防振層２層で目
標値をみたし，それ

以外の地点は防振層１層で良いことがわかる．
これより，最終計画範囲は図９に示す通りとした．

防振対策は，住宅部のみとし，防振層２層の範囲は，
安全側として図７の判定よりも広い範囲とした．

6.　おわりに
本報では，地下鉄構築直上に木造住宅を建設するに

あたり，事前調査から防振計画までのプロセスの一例
を紹介した．防振対策は，防振層を１層及び２層とす
ることし，許容値により範囲を計画した．現地におけ
る防振試験より，防振層を２層とした場合の特徴とし
て，単層の場合と比べ，聴感領域の周波数帯域におい
て高い防振効果が得ながら，固有振動数・固有振動数
における振動増幅がほとんど変化しないことが示唆さ
れた．新たな防振対策法の一つとして今後も調査して
いきたい．

本報は竣工前の投稿であったため，次報の機会には
完成時の結果報告を報告出来れば幸いである．

また，現地における測定調査，防振試験では，関係
各位のご協力を頂きました．厚く御礼申し上げます．
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図８　許容振動値による判定
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図９　最終計画範囲
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